
 

 日本政策投資銀行 平成 18 年 1 月 5日 

 

企業の防災への取組みに関する特別調査 

 

Ⅰ．調査要領 
 

調査名等： 2005・2006 年度設備投資計画調査と同時に実施した「設備投資行動等に関する意識

調査」（いずれも 12 月 13 日公表）内の調査項目（Ｑ17～21）として実施。 

調査時期： 2005 年 11 月 10 日を期日として実施。回答時期は主に 11 月。 

調査対象： 2005・2006 年度 設備投資計画調査の対象企業（資本金 10 億円以上）3,592 社。 

 ただし、農業、林業、金融保険業、医療業などを除く。 

回答状況： 回答会社数*1,623 社（回答率 45.2％） うち、製造業 682 社、非製造業 941 社 

 *１問でも有効回答のあった企業の数。 

調査項目： １．防災関連の支出・投資の見通し 

 ２．防災計画・事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況 

 ３．防災に関する対外的な情報開示・広報の実施状況 

 ４．大規模災害等に備えた財務手当の実施 

 ５．今後取り組むべき対策について 

業種・地域区分等 

その他の製造業：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 

その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 

北海道： 北海道 

東 北： 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

北関東甲信：茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

首都圏： 埼玉、千葉、東京、神奈川 

北 陸： 富山、石川、福井 

東 海： 岐阜、静岡、愛知、三重 

関 西： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中 国： 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四 国： 徳島、香川、愛媛、高知 

九州・沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
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Ⅱ．調査結果 
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図表１－１　防災関連支出（計画策定・運用費、耐震・バックアップ投資等）について

（１）今年度は前年度と比べて

（２）今後、中長期的には

（３）今年度、設備投資額全体に占める防災関連投資の割合は

１．防災関連支出の動向

・防災関連支出の変化については、今年度「増加する」企業の割合（製造業20％、非製造業

18％）が「減少する」を大きく上回る。また、中長期的に「増加する」割合はより高くなって

いる。

・設備投資額全体に占める防災関連投資の割合は、「１％未満」の企業が約半分を占めるが、

５％以上の企業が２割近く存在する。全産業平均（設備投資額の加重平均）は２％強となる。
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1,501社=100％
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（３）表の注：
 1. 平均は①～⑤の各選択についてそれぞれ0.5％、3％、7.5％、12.5％、25％を適用して算出した。
 2. 投資額加重平均は、設備投資計画調査に回答のあった1,498社を対象に2005年設備投資見込額に防災関連割合を乗じて合算
　　し、投資額全体に対する割合を算出した。

1,571社=100％

671社=100％

900社=100％

平均
投資額
加重平均

全産業 3.0％  2.2％  

製造業 2.9％  2.3％  

非製造業 3.1％  2.2％  
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図表１－２　防災関連支出について【業種別】

（１）今年度は前年度と比べて （２）今後、中長期的には

・全ての業種で今後増加する企業の割合が減少する企業の割合を大きく上回る。

・今年度については、石油、電気機械、輸送用機械、不動産、運輸、リース等で増やす企業の

割合が高い。

・中長期的には、電力・ガス、リースを除く全ての業種で増加企業の割合が高まる。
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図表１－３ 防災関連支出について【地域別】

（１）今年度は前年度と比べて

（２）今後中長期的には
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・防災関連支出の変化を地域別にみると、全地域で今年度「増加する」企業の割合が「減少

する」を大きく上回る。特に東海で増加企業の割合が高く、首都圏、北関東甲信が続く。

・中長期的に「増加する」企業の割合は全ての地域でより高くなっている。また、これまで

地震被害が比較的少なかった北陸、中国においても今後対策を強化する動きがみられる。
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図表２－１　防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）(注)の策定状況

２．先進的な取組みの状況

・全体の２／３の企業がなんらかの防災計画を有しているが、事業継続計画（ＢＣＰ）を作成している

企業は７.９％にとどまる。ただし１５％の企業がＢＣＰに着手しており、今後の普及が期待される。
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③応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

④事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

1,585社=100％

670社=100％
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図表３－１　防災あるいは安全・安心への取組みに関する対外的な情報開示・広報活動
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③主たる事業所の物的損害は概ねカバーしている

④物的損害を概ねカバーし、非常時の操業・復旧資金の手当てを検討中である

⑤物的損害に加え非常時の操業・復旧資金の手当てを行っている

1,580社=100％

657社=100％

923社=100％

図表４－１　地震等の大規模災害に備えた財務手当（地震保険、現預金積増し、リスクファイナンス等）

(注)事業継続計画（ＢＣＰ）：重要業務の中断を防ぎ、あるいは目標時間内に復旧するため、情報システムのバックアップ、要員、生産設
備、調達先の代替確保などを事前に整備する計画

・防災等への取組みについての対外的な情報開示・広報活動については、過半の企業で実績が無く、

継続的・定期的に行う企業は２割前後にとどまる。

・大規模災害に備えた財務手当てについては、物的損害に限っても対応が不十分な企業が７割に上り、

操業・復旧資金までの備えを行う企業は４.１％にとどまる。
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図表２－２　防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況【業種別】
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特に防災関連の計画はない

避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

・電力・ガス業では４０％の企業がＢＣＰを策定しており、精密機械、建設、通信・情報でも

１割以上の企業が策定している。

・策定中の企業割合は石油、リース業、鉄鋼等で高くなっている。

7



図表３－２　防災あるいは安全・安心への取組みに関する対外的な情報開示・広報活動【業種別】
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行っていない

行ったことがある

継続的・定期的に行っている（社会環境報告書への記載など）

・情報開示の取組みは、石油、電力・ガス等のエネルギー産業、紙・パルプ、化学で進んで

いるが、これ以外の産業では、情報開示を行わない企業の割合が過半を超える。
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図表４－２　地震等の大規模災害に備えた財務手当【業種別】
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5%

2%

0%

1%

6%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

食品

繊維

紙・パルプ

化学

石油 

窯業・土石

鉄鋼

非鉄金属

一般機械

電気機械

精密機械

輸送用機械

建設

卸売・小売

不動産

運輸

電力・ガス

通信・情報

リース

サービス

特にない

物的損害を対象とするが、金額や対象リスク範囲などが不十分

主たる事業所の物的損害は概ねカバーしている

物的損害を概ねカバーし、非常時の操業・復旧資金の手当てを検討中である

物的損害に加え非常時の操業・復旧資金の手当てを行っている

・業種毎にばらつきは大きいが、石油では７割以上が物的損害のカバー以上の手当てを行っ

ており、電気機械、化学、繊維、電力・ガスがこれに続く。

・操業・復旧資金の手当てを行う割合は紙・パルプ、電気機械、石油で１割を超える。
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図表２－３　防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況【地域別】

図表３－３　防災あるいは安全・安心への取組みに関する対外的な情報開示・広報活動【地域別】
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34%
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44%

43%
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49%
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18%
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17%
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13%
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7%

12%
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8%

5%

6%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　国

北海道

東　北

北関東甲信

首都圏

北　陸

東　海

関　西

中　国

四　国

九州・沖縄

特に防災関連の計画はない

避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

・なんらかの防災計画を作成する企業の割合は、東海で８割近くに達するが、事業継続計画

（ＢＣＰ）を作成している企業の割合は、四国、東海で高くなっている。

61%

61%

63%

69%

60%

74%

66%

57%

75%

63%

58%

16%

24%

23%

14%

16%

16%

18%

16%

3%

18%

21%

22%

15%

15%

17%

25%

10%

16%

27%

21%

20%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　国

北海道

東　北

北関東甲信

首都圏

北　陸

東　海

関　西

中　国

四　国

九州・沖縄

行っていない 行ったことがある 継続的・定期的に行っている（社会環境報告書への記載など）

・中国、北陸の２／３近い企業で実績が無い一方、関西、首都圏では、「継続的・定期的に

行っている」企業の割合が２５％前後に達する。
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図表４－３　地震等の大規模災害に備えた財務手当【地域別】
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19%
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16%
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17%
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5%

3%

7%

3%

2%
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3%

4%
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4%

30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　国

北海道

東　北

北関東甲信

首都圏

北　陸

東　海

関　西

中　国

四　国

九州・沖縄

特にない

物的損害を対象とするが、金額や対象リスク範囲などが不十分

主たる事業所の物的損害は概ねカバーしている

物的損害を概ねカバーし、非常時の操業・復旧資金の手当てを検討中である

物的損害に加え非常時の操業・復旧資金の手当てを行っている

・大規模災害に備えた財務手当てについては、物的損害への対応も不十分な企業の割合は各地

で過半を超えるが、首都圏、関西でこの値は若干低くなっている。
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図表５－１　今後取り組むべき防災対策について（最大４つまでの複数回答）

全産業 製造業 非製造業

順位 順位 順位

防災計画・マニュアルの整備 60% (1) 63% (1) 59% (2)

従業員の教育・訓練 59% (2) 56% (2) 61% (1)

情報システムのバックアップ 44% (3) 47% (3) 42% (3)

安否確認・通信手段の確保 36% (4) 36% (4) 37% (4)

ハードの耐震化・風水害対策 33% (5) 35% (5) 31% (5)

地方自治体、住民等との連携 24% (6) 19% (7) 27% (6)

取引先との協力体制 21% (7) 22% (6) 21% (7)

事業所内の設備類転倒防止策 15% (8) 18% (8) 13% (9)

財務手当 15% (9) 17% (9) 13% (8)

水・食料等の備蓄 9% (10) 6% (10) 10% (10)

防災関連商品・サービスの開発 3% (11) 2% (11) 4% (11)

在庫の積み増し 1% (12) 1% (12) 1% (12)

図表５－２　今後取り組むべき防災対策について　－　ＢＣＰ策定企業117社の集計

全産業 製造業 非製造業

順位 順位 順位

従業員の教育・訓練 71% (1) 62% (1) 76% (1)

地方自治体、住民等との連携 40% (2) 36% (4) 43% (2)

防災計画・マニュアルの整備 36% (3) 33% (5) 37% (3)

取引先との協力体制 36% (3) 43% (2) 32% (4)

情報システムのバックアップ 31% (5) 40% (3) 25% (7)

ハードの耐震化・風水害対策 29% (6) 31% (6) 28% (6)

安否確認・通信手段の確保 29% (6) 24% (7) 32% (4)

事業所内の設備類転倒防止策 15% (8) 17% (8) 15% (8)

財務手当 9% (9) 12% (9) 7% (10)

水・食料等の備蓄 7% (10) 0% (10) 11% (9)

防災関連商品・サービスの開発 3% (11) 0% (10) 5% (11)

在庫の積み増し 0% (12) 0% (10) 0% (12)

３．今後の取組み

・今後取り組むべき防災対策については、「防災計画・マニュアルの整備」、「従業員の教

育・訓練」などマネジメント分野を挙げる企業が過半に達する。

・次いで、「情報システムのバックアップ」、「安否確認・通信手段の確保」、「ハードの耐

震化・風水害対策」などの具体策について３割以上の企業が取り組むとしている。

・ＢＣＰを策定している企業に限ると、「従業員の教育・訓練」を挙げる割合がさらに高ま

り、「地方自治体、住民等との連携」、「取引先との協力体制」の順位が繰り上がる。

・製造業では「取引先との協力体制」、「情報システムのバックアップ」の重要度が高く、非

製造業では「安否確認・通信手段の確保」がより重要との結果になっている
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Ⅲ．集計表　（Ｑ１～５は調査票におけるＱ17～21にそれぞれ対応している）

Ｑ１ 今年度の防災関連支出（計画策定・運用費、耐震・バックアップ投資等）について

（１）今年度は前年度と比べて

１．増加の見通し　　　２．減少の見通し　　　３．概ね横ばい

【業種別】 （単位：％）

1 2 3
全産業 18.8 2.7 78.5
製造業 20.1 2.2 77.6
食品 9.6 3.8 86.5
繊維 4.8 0.0 95.2
紙・パルプ 10.0 0.0 90.0
化学 13.8 3.4 82.8
石油 33.3 0.0 66.7
窯業・土石 22.2 3.7 74.1
鉄鋼 21.1 0.0 78.9
非鉄金属 12.9 0.0 87.1
一般機械 19.7 0.0 80.3
電気機械 26.2 0.9 72.9
精密機械 20.0 6.7 73.3
輸送用機械 27.0 2.7 70.3
その他の製造業 28.8 4.5 66.7

非製造業 17.8 3.1 79.1
建設 13.3 6.0 80.7
卸売・小売 14.4 2.5 83.1
不動産 17.7 5.6 76.6
運輸 23.4 2.5 74.1
電力・ガス 14.3 1.8 83.9
通信・情報 20.6 0.7 78.7
リース 39.1 0.0 60.9
サービス 12.0 4.6 83.3
その他の非製造業 33.3 0.0 66.7

【地域別】 （単位：％）

1 2 3
　全　国 18.8 2.7 78.5
北海道 19.4 0.0 80.6
東　北 12.4 7.2 80.4
北関東甲信 19.6 1.8 78.6
首都圏 20.1 2.0 77.9
北　陸 12.0 2.0 86.0
東　海 28.3 3.9 67.8

関　西 17.2 2.3 80.5

中　国 11.7 5.0 83.3
四　国 15.0 5.0 80.0
九州・沖縄 11.7 2.6 85.7

業　種

地　域
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Ｑ１ 今年度の防災関連支出（計画策定・運用費、耐震・バックアップ投資等）について

（２）今後、中長期的には

１．増加の見通し　　　２．減少の見通し　　　３．概ね横ばい

【業種別】 （単位：％）

1 2 3
全産業 26.2 3.0 70.8
製造業 27.7 2.4 69.9
食品 21.6 5.9 72.5
繊維 33.3 0.0 66.7
紙・パルプ 35.0 5.0 60.0
化学 26.5 0.9 72.6
石油 38.9 0.0 61.1
窯業・土石 30.8 3.8 65.4
鉄鋼 25.0 0.0 75.0
非鉄金属 19.4 0.0 80.6
一般機械 25.4 0.0 74.6
電気機械 31.1 0.9 67.9
精密機械 33.3 10.0 56.7
輸送用機械 28.4 2.7 68.9
その他の製造業 25.8 6.1 68.2

非製造業 25.1 3.5 71.4
建設 21.7 6.0 72.3
卸売・小売 26.9 1.5 71.6
不動産 30.6 3.2 66.1
運輸 23.4 2.6 74.0
電力・ガス 13.0 3.7 83.3
通信・情報 28.1 4.3 67.6
リース 30.4 4.3 65.2
サービス 21.3 5.6 73.1
その他の非製造業 33.3 0.0 66.7

【地域別】 （単位：％）

1 2 3
　全　国 26.2 3.0 70.8
北海道 22.6 3.2 74.2
東　北 18.8 3.1 78.1
北関東甲信 21.8 3.6 74.5
首都圏 28.6 2.4 69.0
北　陸 28.0 4.0 68.0
東　海 34.4 6.0 59.6

関　西 22.2 1.2 76.7

中　国 23.3 5.0 71.7
四　国 25.0 7.5 67.5
九州・沖縄 16.0 4.0 80.0

業　種

地　域
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Ｑ１ 今年度の防災関連支出（計画策定・運用費、耐震・バックアップ投資等）について

（３）今年度、設備投資額全体に占める防災関連投資の割合は

１．1％未満　　　２．1％以上～5％未満　　　３．5％以上～10％未満　　

４．10％以上～25％未満　　　５．25％以上

【業種別】 （単位：％）

1 2 3 4 5
全産業 48.3 34.6 11.5 4.1 1.5
製造業 41.8 43.1 10.9 3.7 0.5
食品 54.9 37.3 5.9 2.0 0.0
繊維 40.0 40.0 10.0 10.0 0.0
紙・パルプ 45.0 30.0 15.0 5.0 5.0
化学 34.6 51.4 9.3 4.7 0.0
石油 41.2 41.2 5.9 11.8 0.0
窯業・土石 38.5 53.8 7.7 0.0 0.0
鉄鋼 41.7 38.9 16.7 2.8 0.0
非鉄金属 64.5 25.8 9.7 0.0 0.0
一般機械 43.5 43.5 11.6 1.4 0.0
電気機械 36.2 47.6 13.3 1.9 1.0
精密機械 60.7 21.4 17.9 0.0 0.0
輸送用機械 46.6 42.5 8.2 2.7 0.0
その他の製造業 27.3 48.5 12.1 10.6 1.5

非製造業 53.3 28.1 12.0 4.5 2.2
建設 60.0 20.0 15.0 5.0 0.0
卸売・小売 48.2 36.9 10.8 2.6 1.5
不動産 41.2 25.4 21.1 7.9 4.4
運輸 55.4 24.3 10.1 6.1 4.1
電力・ガス 67.3 15.4 13.5 1.9 1.9
通信・情報 51.9 36.8 6.8 4.5 0.0
リース 76.2 19.0 4.8 0.0 0.0
サービス 57.7 22.1 12.5 3.8 3.8
その他の非製造業 60.0 40.0 0.0 0.0 0.0

【地域別】 （単位：％）

1 2 3 4 5
　全　国 48.3 34.6 11.5 4.1 1.5
北海道 51.7 31.0 6.9 0.0 10.3
東　北 54.7 31.6 10.5 3.2 0.0
北関東甲信 50.9 28.1 17.5 3.5 0.0
首都圏 47.9 35.8 11.8 3.4 1.1
北　陸 51.0 28.6 14.3 6.1 0.0
東　海 43.2 34.9 11.6 6.2 4.1

関　西 46.4 38.0 10.4 4.4 0.8

中　国 52.6 31.6 8.8 5.3 1.8
四　国 56.4 25.6 5.1 10.3 2.6
九州・沖縄 47.8 31.9 14.5 4.3 1.4

業　種

地　域
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Ｑ２　防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況

１．特に防災関連の計画はない　

２．避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

３．応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

４．事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

【業種別】 （単位：％）

1 2 3 4
全産業 32.7 44.4 15.1 7.9
製造業 27.8 48.1 17.5 6.7
食品 29.4 45.1 17.6 7.8
繊維 47.6 33.3 19.0 0.0
紙・パルプ 10.5 73.7 10.5 5.3
化学 22.8 51.8 17.5 7.9
石油 5.9 35.3 52.9 5.9
窯業・土石 38.5 46.2 11.5 3.8
鉄鋼 27.0 43.2 27.0 2.7
非鉄金属 34.4 40.6 15.6 9.4
一般機械 34.7 43.1 16.7 5.6
電気機械 25.0 51.9 16.7 6.5
精密機械 25.8 54.8 6.5 12.9
輸送用機械 22.7 54.7 17.3 5.3
その他の製造業 35.8 40.3 14.9 9.0

非製造業 36.3 41.6 13.3 8.7
建設 44.7 34.1 9.4 11.8
卸売・小売 41.2 41.7 13.7 3.4
不動産 33.9 47.6 12.1 6.5
運輸 35.2 44.8 14.5 5.5
電力・ガス 15.8 29.8 14.0 40.4
通信・情報 40.7 32.1 15.7 11.4
リース 17.4 43.5 30.4 8.7
サービス 34.2 53.2 8.1 4.5
その他の非製造業 33.3 50.0 16.7 0.0

【地域別】 （単位：％）

1 2 3 4
　全　国 32.7 44.4 15.1 7.9
北海道 42.4 42.4 9.1 6.1
東　北 39.6 44.6 9.9 5.9
北関東甲信 48.3 37.9 8.6 5.2
首都圏 29.2 44.6 18.2 8.0
北　陸 52.0 34.0 10.0 4.0

東　海 21.9 49.7 16.8 11.6

関　西 33.5 44.2 15.0 7.3
中　国 44.3 42.6 8.2 4.9
四　国 46.2 35.9 5.1 12.8
九州・沖縄 32.1 49.4 9.9 8.6

業　種

地　域
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Ｑ３　防災あるいは安全・安心への取組みに関する対外的な情報開示・広報活動を

１．行っていない　　　

２．行ったことがある

３．継続的・定期的に行っている（社会環境報告書への記載など）

【業種別】 （単位：％）

1 2 3
全産業 61.4 16.3 22.3
製造業 58.7 13.6 27.7
食品 50.0 16.0 34.0
繊維 55.0 25.0 20.0
紙・パルプ 47.4 5.3 47.4
化学 46.6 9.5 44.0
石油 17.6 0.0 82.4
窯業・土石 72.0 16.0 12.0
鉄鋼 55.3 21.1 23.7
非鉄金属 59.4 9.4 31.3
一般機械 72.9 8.6 18.6
電気機械 60.2 15.7 24.1
精密機械 63.3 20.0 16.7
輸送用機械 65.3 17.3 17.3
その他の製造業 70.6 13.2 16.2

非製造業 63.4 18.3 18.4
建設 67.1 10.6 22.4
卸売・小売 70.2 16.1 13.7
不動産 59.1 20.5 20.5
運輸 56.9 22.8 20.4
電力・ガス 40.4 14.0 45.6
通信・情報 68.3 19.7 12.0
リース 79.2 12.5 8.3
サービス 66.4 18.6 15.0
その他の非製造業 33.3 50.0 16.7

【地域別】 （単位：％）

1 2 3
　全　国 61.4 16.3 22.3
北海道 60.6 24.2 15.2
東　北 62.7 22.5 14.7
北関東甲信 69.0 13.8 17.2
首都圏 59.7 15.5 24.8
北　陸 74.0 16.0 10.0
東　海 66.0 18.3 15.7

関　西 56.9 16.0 27.1

中　国 75.4 3.3 21.3
四　国 62.5 17.5 20.0
九州・沖縄 58.0 21.0 21.0

業　種

地　域
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Ｑ４ 地震等の大規模災害に備えた財務手当（地震保険、現預金積増し、リスクファイナンス等）は

１．特にない　　　　　２．物的損害を対象とするが、金額や対象リスク範囲などが不十分

３．主たる事業所の物的損害は概ねカバーしている

４．物的損害を概ねカバーし、非常時の操業・復旧資金の手当てを検討中である

５．物的損害に加え非常時の操業・復旧資金の手当てを行っている

【業種別】 （単位：％）

1 2 3 4 5
全産業 49.7 18.6 23.5 4.1 4.1
製造業 43.2 21.0 25.6 4.4 5.8
食品 58.0 16.0 24.0 2.0 0.0
繊維 42.9 19.0 28.6 9.5 0.0
紙・パルプ 50.0 31.3 6.3 0.0 12.5
化学 38.6 20.2 29.8 4.4 7.0
石油 11.1 16.7 33.3 27.8 11.1
窯業・土石 57.7 11.5 26.9 0.0 3.8
鉄鋼 56.8 24.3 13.5 2.7 2.7
非鉄金属 48.4 25.8 22.6 0.0 3.2
一般機械 43.7 21.1 26.8 2.8 5.6
電気機械 29.2 23.6 29.2 6.6 11.3
精密機械 48.3 17.2 20.7 6.9 6.9
輸送用機械 44.3 27.1 22.9 2.9 2.9
その他の製造業 50.0 16.2 26.5 2.9 4.4

非製造業 54.4 16.9 22.0 3.8 2.9
建設 57.1 19.0 15.5 3.6 4.8
卸売・小売 47.1 18.1 27.9 4.4 2.5
不動産 52.4 16.7 24.6 1.6 4.8
運輸 60.4 19.5 13.0 5.3 1.8
電力・ガス 51.7 10.3 32.8 5.2 0.0
通信・情報 57.4 17.0 21.3 3.5 0.7
リース 60.9 21.7 8.7 4.3 4.3
サービス 56.3 11.6 23.2 2.7 6.3
その他の非製造業 33.3 16.7 50.0 0.0 0.0

【地域別】 （単位：％）

1 2 3 4 5
　全　国 49.7 18.6 23.5 4.1 4.1
北海道 63.6 6.1 27.3 0.0 3.0
東　北 55.4 18.8 19.8 2.0 4.0
北関東甲信 65.5 5.2 24.1 1.7 3.4
首都圏 45.4 19.4 25.8 5.5 3.9
北　陸 66.0 16.0 14.0 2.0 2.0

東　海 51.7 21.2 21.2 3.3 2.6

関　西 49.8 17.4 21.6 3.9 7.3
中　国 55.9 16.9 22.0 1.7 3.4
四　国 55.0 27.5 12.5 0.0 5.0
九州・沖縄 45.1 23.2 26.8 3.7 1.2

業　種

地　域
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Ｑ５　今後取り組むべき防災対策についてお答え下さい（複数回答可、最大４つまで）

１．防災計画・マニュアルの整備　　２．ハードの耐震化・風水害対策　　３．安否確認・通信手段の確保

４．事業所内の設備類転倒防止策　　５．情報システムのバックアップ　　６．在庫の積み増し

７．取引先との協力体制　　８．財務手当（Ｑ４参照）　　９．水・食料等の備蓄

10．防災関連商品・サービスの開発　　11．地方自治体、住民等との連携　　12．従業員の教育・訓練

【業種別】 （単位：％）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
全産業 60.5 32.5 36.4 15.2 43.9 0.7 21.4 14.8 8.6 2.8 23.7 58.9

製造業 62.9 35.2 36.1 18.3 47.2 0.9 21.9 17.2 6.4 1.8 19.5 56.5

食品 54.0 26.0 42.0 18.0 46.0 2.0 24.0 18.0 6.0 4.0 18.0 54.0

繊維 81.0 38.1 42.9 14.3 42.9 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0 9.5 61.9

紙・パルプ 55.0 55.0 30.0 10.0 60.0 5.0 20.0 20.0 0.0 0.0 10.0 50.0

化学 67.3 35.5 30.0 10.9 50.9 1.8 20.9 21.8 1.8 0.0 17.3 56.4

石油 35.3 47.1 11.8 11.8 17.6 0.0 35.3 29.4 0.0 0.0 35.3 58.8

窯業・土石 66.7 37.0 40.7 7.4 37.0 0.0 11.1 11.1 0.0 0.0 25.9 70.4

鉄鋼 55.3 42.1 42.1 28.9 60.5 0.0 18.4 21.1 2.6 2.6 18.4 50.0

非鉄金属 65.5 10.3 37.9 17.2 34.5 3.4 17.2 17.2 3.4 3.4 27.6 58.6

一般機械 63.8 42.0 30.4 23.2 44.9 1.4 23.2 15.9 5.8 1.4 14.5 53.6

電気機械 62.0 30.6 41.7 21.3 53.7 0.0 17.6 13.9 9.3 1.9 24.1 64.8

精密機械 53.6 25.0 39.3 17.9 42.9 0.0 21.4 17.9 7.1 3.6 21.4 60.7

輸送用機械 67.6 41.9 36.5 20.3 43.2 0.0 32.4 14.9 13.5 0.0 24.3 47.3

その他の製造業 66.7 34.8 36.4 22.7 47.0 0.0 24.2 15.2 9.1 6.1 12.1 53.0

非製造業 58.8 30.7 36.7 12.9 41.6 0.6 21.1 13.0 10.3 3.5 26.7 60.6

建設 57.8 19.3 41.0 12.0 45.8 0.0 37.3 16.9 6.0 9.6 20.5 54.2

卸売・小売 64.4 26.2 39.6 11.4 50.5 1.5 19.8 8.9 7.9 4.0 25.2 63.9

不動産 53.2 32.3 30.6 8.9 30.6 0.0 24.2 13.7 12.9 1.6 21.0 58.9

運輸 55.7 35.9 37.1 17.4 32.9 0.6 19.8 19.2 9.0 1.8 28.7 62.3

電力・ガス 60.3 41.4 39.7 10.3 19.0 0.0 24.1 5.2 13.8 1.7 29.3 67.2

通信・情報 63.8 31.9 37.0 15.9 58.7 0.0 16.7 12.3 10.9 4.3 38.4 47.8

リース 39.1 13.0 34.8 34.8 34.8 0.0 21.7 8.7 17.4 8.7 21.7 60.9

サービス 57.5 33.0 32.1 7.5 37.7 0.9 13.2 14.2 13.2 1.9 23.6 70.8

その他の非製造業 50.0 50.0 50.0 0.0 66.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 83.3

【地域別】 （単位：％）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
　全　国 60.5 32.5 36.4 15.2 43.9 0.7 21.4 14.8 8.6 2.8 23.7 58.9

北海道 62.5 34.4 18.8 18.8 34.4 0.0 25.0 12.5 3.1 0.0 34.4 71.9

東　北 58.4 24.8 33.7 18.8 36.6 0.0 20.8 11.9 5.9 3.0 30.7 61.4

北関東甲信 58.6 32.8 27.6 12.1 46.6 0.0 15.5 20.7 1.7 0.0 37.9 62.1

首都圏 60.1 31.1 39.8 16.2 45.8 0.8 21.1 15.9 12.1 3.3 19.3 56.0

北　陸 60.0 30.0 36.0 10.0 46.0 0.0 20.0 14.0 8.0 0.0 20.0 70.0

東　海 55.6 36.4 36.4 19.2 36.4 1.3 30.5 18.5 8.6 2.0 29.1 59.6

関　西 62.6 37.4 31.5 11.7 43.2 1.2 20.6 12.5 3.9 4.3 23.0 60.7

中　国 61.0 28.8 42.4 10.2 62.7 0.0 20.3 11.9 3.4 0.0 27.1 59.3

四　国 67.5 30.0 32.5 15.0 40.0 0.0 17.5 17.5 7.5 5.0 27.5 60.0

九州・沖縄 66.3 37.5 36.3 12.5 41.3 0.0 17.5 6.3 7.5 1.3 30.0 60.0

業　種

地　域
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〈参考〉調査票
　本調査は『2005・2006年度設備投資計画調査』と同時に実施した下記調査の一部として行われた。
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